
先送りできない“気候変動問題”に 
対処する最近の市民の課題 

 ～世界に取り残される国  このままでいいのか～  

 
① ＣＯＰ21 の意義 （各国が気候変動についての対策とCO2 の削減目標） 

② 我が国のCO2 の削減目標は？  

③ 我が国の電源構成 （エネルギーミックス）は？  

④ 再生可能エネルギーの買取制度（FIT）の見直し  

⑤ 電力事業の経営変化 （電力自由化、石炭火力の導入・・・）  

 第94 回「省エネ市民会議」 
 日時 ： 平成27 年5 月1 日 
 主催 ： 省エネ市民会議  
 実施 ： 温暖化防止ながれやま 



教えて！  温暖化対策 
       朝日新聞 連載記事より  （平成２７年４月１４日～４月２５日） 

１．新たな国際枠組み 年末開催のＣＯＰ２１に向けて 

    世界の気温上昇 ４度上昇で影響深刻 

２．温室効果ガス、どのくらい減らせばいいの？ 

３．日本の取り組み どうなっているの？ 

４．欧米は石炭の規制強化、日本は？ 

５．ＣＯ２削減、原発で期待できる？ 

６．再生エネ、各国の目標は？ 

７．省エネの余地 どこにある？ 

８．経済成長と両立できる？ 
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温暖化による影響 今後の世界の平均気温予測  
  影響の程度 

3 



4 

高村ゆかり （名古屋大学大学院教授） 
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世界のＣＯ２排出量の推移 

●世界の温室効果ガスの排出量は、 
  毎日1億トン以上 排出している。 

・日本の１年間の排出量が僅か2週間で排出して 
 いる。 （日本は2013年1日386万トン） 
 
・ 世界全体の経済成長と人口増加で増え続けて 
 いる。 
 
・京都議定書の取り組み期間（2008年～2012年） 
 の5年間に、参加国37か国の平均削減率は90 
 年比で22.6％ と、目標の5％を上回る成果をあ 
 げた。 
 
・だが、世界のＣＯ２排出量は90年比で5割も増え 
 た。 
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ＣＯ２発生量（ｇ） / １ｋＷ発電するには 

化石燃料分は後記を参照 
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化石燃料別の 

発電電力量１ｋｗｈ
あたりのＣＯ２排出
量  （排出係数） 
 

気候ネット資料より 
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石炭火力発電をこのまますすめていいのか？ 

気候ネット資料より 
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日本の原発設備容量とＣＯ２排出量 
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日本の取り組み どうなっているの？ 
• 世界各国の温暖化対策を採点したランキング、日本は61位中53位で 

 「非常に貧しい」と評価された。ドイツの環境ＮＧＯが昨年末、を発表した。 

 優れた環境技術をもつ「環境大国」と自負するが温暖化対策では別。 

 

• 政府は京都議定書「６％削減」の義務をてこに対策を打った。 

 目標達成計画の下、８．４％減と目標をクリアした。 

 

• その中身は、制度で認められた森林によるＣＯ２の吸収量、海外での排出削減分を買うことで賄った。 

 生活習慣を見直しもなく、企業に排出量を規制する政策には至らず。 

 実際の排出量は、逆に１．４％増えていた。 

  

• 2013年から始まった議定書の2回目の取り組みに、日本は参加していない。 

 「中国、米国など大排出国が参加しない枠組みは不公平」という理由だ、 

 国全体の温暖化対策の計画は「空白状態」となり、産業界の自主的な取り組み頼みとなっている。 

 

• 4月14日に環境省が発表した2013年度の温室効果ガス排出量は10.8％（90年度比）増の 

 14億800万トンで、過去2番目に多かった。減少に転ずる気配はない。 
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日本の削減目標は 
• 「20年に90年比25％減」（鳩山政権）と高い数値を掲げたが、東日本大震災、
政権交代も重なり、 

• 今掲げるのは「20年に05年比3.8％減、（90年比3.1％増）」という、暫定目標。 

 

• 現在検討している30年の目標は 

 エネルギー政策が定まらないため、国際社会で合意した3月末の提出日ま 

 でに提出できず。 

• 石油ショックを経験した日本は、省エネ技術を磨いてきた。 

 ハイブリッド自動車、ＬＥＤなどで世界をリード、14年の世界企業の環境力ラ 

 ンキングの上位10社のうち、5社を日本企業が占めたと発表もある。 

• 7日、環境負荷低減を考えるシンポジウムで山本良一東大名誉教授は声に
力をこめた。 

 「日本には世界に冠たる環境技術がいくらでもある。ないのは志だ」 
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世界の新規発電所に占める再生可能エネの割合 
●世界の14年新設再生可能エネル 
 ギー設備は1億300万ｋＷ。過去最大。 
 
・投資額は2700億ドル（約３２兆円） 
 前年から１７％増、過去2番目の多さ。 
 
・中国・日本の太陽光発電の導入、欧 
 州の洋上風力への投資が要因 
 
・日本のＦＩＴ制度で急増した太陽光発 
 電357億ドルの投資規模では3番目 
 
・「環境に優しいエネルギー技術は今 
 や世界のエネルギーミックスに不可 
 欠」 国連環境計画事務局長コメント  
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省エネの具体例 
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欧州の経済成長と排出削減、日本では？ 
●「デカップリング」（切り離し）、経済は成長 
 させながら排出量を減らす。温暖化対策 
 の経済理論ある。 
 欧州全体だけでなく、個別の国でも「経済 
 のサービス化」が進んだ結果。 
 
・これに対し日本は、経済成長はしていない 
 し、排出量は減っていない。 
 しかし、日本でも過去には、公害対策は経 
 済成長を促した経験がある。 
 
・他方、温暖化を放置すると被害が拡大し、 
 今の対策コストよりも大きくなる。 
 「環境を守ることで経済を守るか、環境破 
 壊を許して経済的大混乱を招くか、 
 選択に直面している」と 
 米国の元財務長官が指摘した。 
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どうする電源構成 （エネルギーミックス） 
                      朝日新聞  平成27年4月16日 
      
  
 
 

●原発の割合はどうするか、    
  再生可能エネルギーはどこまで導入するか 

 

３人の専門家に聞く 

・ 40年廃炉で 原発１５％に 

   橘川武郎氏：東京理科大大学院教授 長期エネルギー需給見通し小委員会委員 

  

・ 自然エネルギー ４５％に 

   大野輝之氏：自然エネルギー財団常務理事 東京都環境局長を経て13年11月から現職 

 

・ 60年稼働で 原発２５％に 

   小山堅氏：日本エネルギー経済研究所常務理事 長期エネルギー需給見通し小委員会委員   
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2030年の電源構成 専門家３氏に聞く              
（朝日新聞記事より） 
 発電種 原発 再生 

エネ 

火力 コー
ジェネ 

原発の運転 送電網 発電コスト 

橘川氏 １５％ ３０％ ４０％ １５％ 原発は40年で廃
炉 ＋新設も 

    

大野氏 ０％ ４５％ 
自然エネ 

３０％ 
天然ガス 

２０％ 省エネの徹底 

原発既存はあっ
ても良い 

活用方
法改善 

賦課金620程度。
期間満了も 

小山氏 ２５％ ２５％ ５０％   原発は６０年運転   16.4円/kwh 

 シナリオ１ （０） （３５％）         21円 

 シナリオ２ （１５％） （３０％）          19円 

 １３年実績  （１．０％）  （１０．７％）  （８８．４％）   （＊2013年度実
績） 

  14.8円 

●エネルギーの選択 ３ポイントとは 
 ➣ 安定供給が出来る、 ➣ 経済性の寄与は、 ➣  ＣＯ２の排出量は 



電源構成の検討状況 2030年の電源構成 案 
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2030年目標 電源構成政府案 （4月23日報道） 
   ～意欲のない温室効果ガスの削減目標、これでいいのか～ 

20～22％ 

22～24％ 

27％ 

3％ 

26％ 

省エネ（節電） 
 なしか 
現在の電力需要より増 



温室効果ガス削減「２５％程度か」 

朝日新聞 4月24日 

日本経済新聞  
     4月25日 
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2030年日本の温室効果ガス 削減目標  政府案 
        「2013年比 ２６％」 4月30日 
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朝日新聞 5月1日 日本経済新聞  5月1日 
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政府内 経産省・環境省が攻防           
日経新聞 5月1日 
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国民の意志は？ 



  2030年の電源コストの増減要因と課題 
 ～電力小売り自由化後は電気料金が安くなるか？～ 
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2030年の発電コストの試算結果 
（経産省４/２７日公表） 
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温室効果ガス排出量と削減目標  
（基準年を05年か、13年度比か、森林吸収分は？、省エネ分は？） 

年度 基準年度 削減目標 基準年度 削減目標 

２００５ 基準年度 

２０１３ 05年度 ＋０．８％ 90年度 １０．８％ 過去2番目 

２０２０ 05年度 ー３．８％ 現在の目標 

２０３０ 05年度 ー２５％ 13年度 ２６％（森
林等省エ
ネ含む） 

議論中 

２０５０ 05年度 －８０％ 政府長期
目標 

２０３０年度目標は１３年比２６％の場合 
  １９９０年比１８％程度の削減と推定される 



各国の削減目標 案 
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